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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期
第２四半期
連結累計期間

第35期
第２四半期
連結累計期間

第34期
第２四半期
連結会計期間

第35期
第２四半期
連結会計期間

第34期

会計期間

自 平成20年
　 ４月１日
至 平成20年
　 ９月30日

自 平成21年
　 ４月１日
至 平成21年
　 ９月30日

自 平成20年
　 ７月１日
至 平成20年
　 ９月30日

自 平成21年
　 ７月１日
至 平成21年
　 ９月30日

自 平成20年
　 ４月１日
至 平成21年
　 ３月31日

売上高 (千円) 3,607,9043,351,8822,215,1462,096,4276,990,536

経常利益 (千円) 411,648385,504576,601569,655682,515

四半期（当期）純利益 (千円) 216,323221,210349,816345,149439,904

純資産額 (千円) － － 2,481,0922,725,0302,652,799

総資産額 (千円) － － 4,298,7734,220,7984,203,800

１株当たり純資産額 (円) － － 385.29 436.49 419.42

１株当たり四半期（当期）
純利益

(円) 34.06 35.85 55.08 56.14 69.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 56.9 63.6 62.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 365,639425,848 － － 568,486

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △121,342△70,199 － － △ 447,513

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △155,763△215,846 － － △ 253,192

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) － － 885,884787,800644,621

従業員数 (名) － － 380 365 367

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 365(1,458)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 190(974)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、生徒に対して授業を行うことを主たる業務としておりますので、生産に該当するものはござい

ません。

　

(2) 受注実績

当社は、生徒に対して授業を行うことを主たる業務としておりますので、受注に該当するものはござい

ません。
　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業の部門別売上高 金額(千円) 前年同四半期比(％)

学習塾部門 2,072,866 △5.3

小・中学部 （1,888,091） ＋1.5

高校・高卒部 （184,774） △43.8

その他部門 23,561 △9.4

合　　計 2,096,427 △5.4

(注) １　部門間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、国際的な金融安定化政策や新政権の政策実現に

対する期待により、一部持ち直しの兆しが見られたものの、雇用情勢、消費活動の低迷により、経済動向

は予断を許さない状況が続いております。 

　学習塾業界も、学齢人口の減少、不況による家計の教育費の削減等の影響により、業界内での熾烈な競

争が引続き行われ、厳しい状況が続いております。 

　こうした状況の中、当グループは前連結会計年度に売却しました海外子会社２社の影響により、また、

夏期講習の売上高は順調に推移したものの、２学期以降の新規生徒の入学、売上単価低減等の影響によ

り、前第２四半期連結累計期間に比べ、売上高は減少いたしました。当第２四半期連結累計期間におい

ては、効率的な校舎運営を意図した校舎統合による支払家賃の削減、監査・内部統制に関する報酬諸手

数料の削減等を行いましたが、校舎運営を充実させるための人件費の増大、清里自然学校及び「受験道

場」に関する運営費用、減価償却費の増大等により、経常利益も減少いたしました。しかしながら、法人

税等税金費用の減少により四半期純利益は増加いたしました。 

　当第２四半期連結会計期間も、教務力の強化や組織改編による営業施策の継続的な強化により、小中

集団指導部門及び個別指導部門共に前連結会計年度に比べて生徒数が増加しました。これらの結果、売

却した海外子会社２社や新規施設の影響を除き、売上高、収益共に前第２四半期連結会計期間並みに推

移しております。大学受験部門は、前年２月に５校舎を他塾に事業譲渡する等の経営努力を行ってお

り、収益構造の改善を引続き計っております。 

　また、海外子会社（GAKKYUSHA U.S.A.CO.,LTD.及びGAKKYUSHA CANADA CO.,LTD.）は、売上高は減少し

たものの、経営の効率化により前第２四半期連結会計期間に比べ増益となりました。受験・教育ポータ

ルサイト運営を行う株式会社インターエデュ・ドットコムは、サイト内容の充実やバナー広告等の営

業強化を行っており、また人件費の見直しによる費用削減等により、前第２四半期連結会計期間に比べ

増益となりました。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は2,096百万円、営業利益は572百万円、経常利益

は569百万円、四半期純利益は345百万円となりました。

　

① 学習塾部門

（小・中学部）

小・中学部の集団指導及び個別指導は、前連結会計年度に売却しました海外子会社２社の影響を除

き、販売促進活動等により生徒数は前第２四半期連結会計期間に比べ堅調に推移しました。

これらの結果、売上高は1,888百万円となりました。

（高校・高卒部）

高校・高卒部は、立地戦略の最適化を進め、収益構造の改善を企図した経営を進めました。

これらの結果、売上高は184百万円となりました。

　　　

② その他部門

（インターネット）

インターネットによる受験情報の配信サービスは、サイト内容の充実や企画広告の宣伝収入等によ

り売上高を維持し、また効果的な費用削減を継続的に行いました。

これらの結果、売上高は23百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、29百万円増加し、1,062百万円となりました。これは、主とし

て現金及び預金、前払費用が増加し、未収入金、未収還付法人税等が減少したこと等によるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、12百万円減少し、3,157百万円となりました。これは、主とし

てのれん、差入保証金の減少等によるものです。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、16百万円増加し、4,220百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、３百万円減少し、1,009百万円となりました。これは、主とし

て未払法人税等、前受金の増加、未払金、未払消費税等、賞与引当金の減少等によるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて、51百万円減少し、486百万円となりました。これは、主として

長期借入金の減少によるものです。

　この結果、負債は前連結会計年度末に比べて、55百万円減少し、1,495百万円となりました。

（純資産）

純資産は前連結会計年度末に比べて、72百万円増加し、2,725百万円となりました。これは、主として

第２四半期における夏期講習収益等の増加要因により、当第２四半期純利益を計上したこと等による

ものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年
度末に比べて、143百万円増加し、787百万円となりました。
当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ
ります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動による資金の増加は、前年同期に比べて、38百万円増加し、634百万円となりました。
主な内訳は、営業債権の減少額、前受金の減少額、差入保証金の増加額、法人税等の支払額等でありま
す。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動による資金の減少は、前年同期に比べて、29百万円増加し、44百万円となりました。
これは、主に関係会社出資金の払込みによる支出、有形固定資産の取得による支出等によるものであ
ります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動による資金の減少は、前年同期に比べて、87百万円増加し、136百万円となりました。
これは、主に短期借入れによる収入、配当金の支払額等によるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

［会社の支配に関する基本方針］

当社は、委員会設置会社の経営体制を基本としています。各委員会は、過半数が社外取締役で構成さ

れており、その独立性も確保されております。各委員会及び取締役会は、原則月１回開催し、指名・報酬

・監査の各委員会が取締役会と密接な連携を取ることで、取締役会の監督機能は強化されております。

また、原則毎月開催される定期グループ経営会議では、意思決定の迅速化を意図し、執行役より各事業

部・管理部門との命令・指示・伝達も迅速に行える体制の組織構築を図っております。

社内規程の整備状況に関しましては、業務活動の合理性や効率性を考慮し、適宜見直しを行っており

ます。

内部管理体制につきましては、事業所である各校舎・管理部門等に係わるリスクに関して、それぞれ

の対応部署にて、必要に応じ指導・研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う体制としておりま

す。新たに生じたリスクへの対応が必要な場合には、代表執行役は全社に示達するとともに、対応責任

となる執行役と速やかに対策を定めることにしております。また、リスクが現実化し、重大な損害の発

生が予測される場合には、執行役は速やかに取締役会に報告することとしております。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

四半期報告書

 7/27



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,417,000

計 15,417,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,749,780 6,749,780 ジャスダック証券取引所
単元株式数は
100株であります。

計 6,749,780 6,749,780 ― ―

(注)　平成21年７月16日開催の取締役会決議により、平成21年８月３日を効力発生日として、１単元の株式数を

1,000株から100株に変更しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 6,749,780 ― 806,680 ― 243,664

　

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

四半期報告書

 9/27



(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ケイエスケイケイ株式会社 東京都新宿区揚場町２番19号 2,682 39.73

河端　真一 東京都国立市 1,817 26.93

児玉　忠義 埼玉県秩父市 140 2.07

河端　裕子 東京都国立市 111 1.65

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 107 1.58

三上　昭夫 青森県五所川原市 53 0.78

小川　由晃 和歌山県和歌山市 50 0.74

樋上　駿 千葉県千葉市稲毛区 44 0.65

大野　タダシ 東京都世田谷区 26 0.38

学究社社員持株会 東京都新宿区西新宿２丁目７番１号 24 0.35

計 ― 5,055 74.90

(注)1　ケイエスケイケイ株式会社の発行済株式総数の92%を河端真一氏が、8%を河端裕子氏がそれぞれ所有しておりま

す。

(注)2　上記のほか当社所有の自己株式601千株（8.91%）があります。

(注)3　当第２四半期会計期間末現在における三菱UFJ信託銀行株式会社の信託業務の株式数については、当社として把

握することができないため記載しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    601,900
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  6,146,10061,461 ―

単元未満株式 普通株式　　　1,780 ― ―

　発行済株式総数 6,749,780 ― ―

総株主の議決権 ― 61,461 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式78株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社学究社

東京都国立市東
１丁目４番地

601,900 ― 601,900 8.91

計 ― 601,900 ― 601,900 8.91
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 375 460 540 534 629 629

最低(円) 331 375 430 510 527 550

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 執行役の状況

①　新任役員

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)
就任年月日

執行役 ― 後 藤 高 浩
昭和41年

５月７日

平成元年４月 当社入社

(注) ―
平成21年

７月１日

平成12年３月 当社中学部長就任

平成14年３月 当社教務本部副本部長就任

平成16年２月 当社統括部長就任

平成19年７月

 

平成20年３月

 
平成21年７月

当社執行役兼小中学部本部長代

理就任

当社執行役兼小中学部副本部長

就任

当社執行役兼教務本部副本部長

就任(現任)

執行役 ― 大 塚 俊 則
昭和32年

12月11日

平成２年３月 当社入社

(注) ２
平成21年

７月１日

平成17年３月 当社教務本部副本部長就任

平成21年７月 当社執行役兼小中学本部長就任

(現任)

執行役 ― 池 田 智 美
昭和46年

12月15日

平成15年３月 当社入社

(注) １
平成21年

７月１日

平成19年３月 当社個別指導本部副本部長就任

平成20年３月 当社個別指導本部長代理就任

平成21年７月

 
当社執行役兼総務本部長代理兼

個別指導本部長代理就任(現任)

(注)　執行役の任期は、就任の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　

②　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

執行役副社長 専務執行役 池 田 清 一 平成21年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半期連結

会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、海南監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 787,800 644,621

有価証券 25,613 23,629

商品 22,283 30,438

貯蔵品 1,946 2,241

前払費用 122,187 110,062

未収入金 46,014 81,003

未収還付法人税等 － 83,142

繰延税金資産 26,952 26,935

その他 33,077 33,097

貸倒引当金 △3,060 △2,064

流動資産合計 1,062,816 1,033,107

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,125,116 2,095,723

減価償却累計額 △944,509 △920,016

建物及び構築物（純額） 1,180,606 1,175,706

機械装置及び運搬具 54,303 53,716

減価償却累計額 △39,141 △35,885

機械装置及び運搬具（純額） 15,162 17,830

工具、器具及び備品 412,936 395,364

減価償却累計額 △292,023 △269,882

工具、器具及び備品（純額） 120,912 125,481

土地 619,585 619,585

建設仮勘定 9,030 9,030

有形固定資産合計 1,945,297 1,947,633

無形固定資産

のれん 254,872 264,490

ソフトウエア 4,843 3,981

その他 243 258

無形固定資産合計 259,958 268,730

投資その他の資産

投資有価証券 29,199 29,199

繰延税金資産 66,834 66,456

差入保証金 736,280 740,027

その他 186,178 188,475

貸倒引当金 △65,766 △69,830

投資その他の資産合計 952,726 954,328

固定資産合計 3,157,982 3,170,692

資産合計 4,220,798 4,203,800
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 113,600 113,600

未払金 90,421 168,935

未払費用 153,433 155,988

未払法人税等 151,258 85,929

未払消費税等 35,844 45,810

前受金 400,202 361,808

賞与引当金 35,964 53,100

その他 28,939 27,749

流動負債合計 1,009,664 1,012,922

固定負債

長期借入金 187,600 244,400

退職給付引当金 297,504 292,678

長期預り保証金 1,000 1,000

固定負債合計 486,104 538,078

負債合計 1,495,768 1,551,000

純資産の部

株主資本

資本金 806,680 806,680

資本剰余金 1,243,664 1,243,664

利益剰余金 916,279 819,630

自己株式 △222,815 △189,508

株主資本合計 2,743,808 2,680,466

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △60,354 △68,245

評価・換算差額等合計 △60,354 △68,245

少数株主持分 41,576 40,579

純資産合計 2,725,030 2,652,799

負債純資産合計 4,220,798 4,203,800
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 3,607,904 3,351,882

営業費用 2,643,008 2,390,839

営業総利益 964,895 961,042

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 156,246 140,365

給料手当及び福利費 163,248 172,803

賞与引当金繰入額 10,346 7,028

退職給付費用 2,175 2,751

支払報酬 73,667 64,406

賃借料 35,722 36,075

租税公課 20,407 19,897

貸倒引当金繰入額 1,050 －

その他 91,261 135,981

販売費及び一般管理費合計 554,126 579,310

営業利益 410,769 381,732

営業外収益

受取利息 2,418 1,076

受取配当金 4 202

受取家賃 6,651 －

法人税等還付加算金 － 2,287

その他 7,625 4,641

営業外収益合計 16,699 8,208

営業外費用

支払利息 3,667 2,877

為替差損 5,298 1,326

過年度源泉税 4,439 －

その他 2,414 232

営業外費用合計 15,820 4,436

経常利益 411,648 385,504

特別利益

受取保険金 － 1,147

賞与引当金戻入額 － 7,884

貸倒引当金戻入額 － 3,013

特別利益合計 － 12,046

特別損失

固定資産除却損 5,642 13,053

特別損失合計 5,642 13,053

税金等調整前四半期純利益 406,006 384,497

法人税等 188,536 160,070

少数株主利益 1,145 3,216

四半期純利益 216,323 221,210
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 2,215,146 2,096,427

営業費用 1,392,126 1,263,292

営業総利益 823,020 833,134

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 38,120 38,024

給料手当及び福利費 84,694 92,636

賞与引当金繰入額 4,956 5,205

退職給付費用 1,865 874

支払報酬 36,945 26,151

賃借料 20,140 18,627

租税公課 11,578 11,020

貸倒引当金繰入額 1,117 －

その他 45,483 67,601

販売費及び一般管理費合計 244,901 260,142

営業利益 578,119 572,991

営業外収益

受取利息 1,643 568

受取配当金 － 199

受取家賃 4,251 －

法人税等還付加算金 － 2,287

その他 4,619 2,308

営業外収益合計 10,514 5,364

営業外費用

支払利息 1,820 1,447

為替差損 9,930 7,149

その他 281 102

営業外費用合計 12,032 8,700

経常利益 576,601 569,655

特別利益

受取保険金 － 1,147

賞与引当金戻入額 － 3,791

貸倒引当金戻入額 － 7,566

特別利益合計 － 12,505

特別損失

固定資産除却損 4,249 6,236

特別損失合計 4,249 6,236

税金等調整前四半期純利益 572,351 575,924

法人税等 220,417 229,056

少数株主利益 2,116 1,718

四半期純利益 349,816 345,149
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 406,006 384,497

減価償却費 80,089 71,807

のれん償却額 9,484 9,617

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,639 △17,135

貸倒引当金の増減額（△は減少） 912 △3,094

退職給付引当金の増減額（△は減少） △874 4,825

受取利息及び受取配当金 △2,422 △1,279

支払利息 3,667 2,877

固定資産除却損 5,642 13,053

営業債権の増減額（△は増加） 39,007 30,371

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,062 8,696

営業債務の増減額（△は減少） △83,975 △80,887

前受金の増減額（△は減少） △17,051 38,383

差入保証金の増減額（△は増加） 51,775 3,900

前払費用の増減額（△は増加） △7,110 △11,950

長期預り保証金の増減額（△は減少） △4,800 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,942 △9,782

その他 2,273 △1,004

小計 516,269 442,896

利息及び配当金の受取額 1,258 784

利息の支払額 △3,667 △2,808

法人税等の支払額 △148,221 △15,023

営業活動によるキャッシュ・フロー 365,639 425,848

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △262 △432

関係会社出資金の払込による支出 △14,170 －

有形固定資産の取得による支出 △100,908 △72,554

有形固定資産の除却による支出 △6,001 △7,195

無形固定資産の取得による支出 － △1,545

会員権の売却による収入 － 6,954

長期貸付金の回収による収入 － 4,574

投資活動によるキャッシュ・フロー △121,342 △70,199

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △56,800 △56,800

自己株式の取得による支出 △575 △33,306

配当金の支払額 △95,283 △123,520

少数株主への配当金の支払額 △3,104 △2,219

財務活動によるキャッシュ・フロー △155,763 △215,846

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,463 3,374

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 90,997 143,178

現金及び現金同等物の期首残高 794,887 644,621

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 885,884

※1
 787,800
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日

  至 平成21年９月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日

  至 平成21年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理

性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によって

おります。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高885,884千円は

四半期連結貸借対照表上の現金及び預金残高と一

致しております。

現金及び現金同等物の四半期末残高787,800千円は

四半期連結貸借対照表上の現金及び預金残高と一

致しております。

　

　
(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日

　至 平成21年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,749,780

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 601,978

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 124,562 20平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
取締役会

普通株式 利益剰余金 61,478 10平成21年９月30日 平成21年12月８日

　　　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30

日)

高卒部を事業譲渡したことにより、高校・高卒部の事業区分を廃止し、高校部は小・中学部に統合し名

称を学習塾事業としました。

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める学習塾事業の割合が、いずれも90%を超える

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30

日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30

日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当社グループはストック・オプション等を行っていないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 436円49銭 １株当たり純資産額 419円42銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,725,030 2,652,799

普通株式に係る純資産額(千円) 2,683,453 2,612,220

差額の主な内訳(千円) 　 　

　少数株主持分 41,576 40,579

普通株式の発行済株式数(株) 6,749,780 6,749,780

普通株式の自己株式数(株) 601,978 521,678

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

6,147,802 6,228,102
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２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

　 　
１株当たり四半期純利益
 

34円06銭
 

１株当たり四半期純利益 35円85銭
　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 216,323 221,210

普通株式に係る四半期純利益(千円) 216,323 221,210

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,351,479 6,170,631

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

　 　
１株当たり四半期純利益
 

55円08銭
 

１株当たり四半期純利益 56円14銭
　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 349,816 345,149

普通株式に係る四半期純利益(千円) 349,816 345,149

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,350,948 6,147,827

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

株式会社学究社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　酒　 井　 弘　 行　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　 本 　宏　 稔　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社学究社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社学究社

取締役会　御中

　

海 南 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　溝　 口　 俊　 一　　　印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　 川 　雅　 一　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社学究社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の平成21年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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